
担当課 章 節 戦略 単位 方向 基準値 目標/実績 R2 R3 R4 R5 R6 R7 備考等 関連する小事業（当初予算事業別概要書）

総合計画数値 19

実績 8 11 13 14

総合計画数値 60.0

実績 37.3 39.3 42.8 43.2

総合計画数値 13.4

実績 19.9 19.8 19.0 20.6

総合計画数値 42

実績 32 42 42 42

総合計画数値 43

実績 34 38 38 38

総合計画数値 300 300 300 300 300 300

実績 313 285 286 278

総合計画数値 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

実績 2,737 2,733 2,473 2,383

総合計画数値 190

実績 161 162 162 180

総合計画数値 2 2 2 2 2 2

実績 1 0 1 0

総合計画数値 3 3 3 3 3 3

実績 4 4 1 0

総合計画数値 97.00 97.00 97.00 97.00 97.00 97.00

実績 96.83 97.36 97.32 96.75

総合計画数値 5 5 5 5 5 5

実績 4 5 2 8

総合計画数値 100 100 100 100 100 100

実績 100 100 100 100

総合計画数値 4 4 4 4 4 4

実績 4 10 5 1

総合計画数値 695 728 763 763 763 763

実績 365 342 324 300

総合計画数値 17

実績 15 17 17 17

総合計画数値 100.0

実績 92.5 99.8 98.5 97.2
放課後児童クラブ入所希望児童受入率 ％ ↑

94.1
R1

放課後児童健全育成事業費（P62）

放課後児童健全育成事業費（P62）

教育総務課 2 1 戦

放課後児童クラブ数 箇所 ↑
13
H30

少子化が進み、主に利用される未就学児とその家族
の数が減ったため。 子育て支援事業費（P60）

地域子育て支援センター運営事業費（P63）

教育総務課 2 1

戦
子育て支援センター利用者数（月当た
り平均）
※つどいの広場利用者含む

人/月 ↑
588
H30

子ども未来課 2 1

組 ↑
2

H29
定住推進費（P17）やすぎ暮らし推進課 2 1 戦

市が行う結婚活動支援事業による成婚
数（単年）

被保護者世帯の高等学校進学率 ％ →
100
H30

生活保護総務費（P73）

生活保護総務費（P73）

福祉課 1 5

就労による生活保護自立世帯数（単
年）

件 →
5

H30

賦課徴収費（P33）

福祉課 1 5

国民健康保険税収納率（現年度分） ％ →
96.75
H30

税務課
市民課

1 5

人 ↑
1

H30
障がい者総合支援事業費（P48）福祉課 1 4

福祉施設利用者の一般就労への移行
（単年）

福祉施設の入所者の地域生活への移行
（単年）

人 →
2

H30
障がい者総合支援事業費（P48）

介護保険事業特別会計（総務費、保険給付費）
(P231,232)

福祉課 1 4

認知症対応型共同介護（グループホー
ム）の利用者数

人/月 ↑
136
H30

老人福祉総務費（P53）

介護保険課 1 3

安来市老人クラブ連合会への加入 人 →
3,079
H30

福祉課 1 3

人 →
290
H30

老人福祉総務費（P53）福祉課 1 3 シルバー人材センターへの加入

ボランティアセンター登録数（累計） 人 ↑
31
H30

社会福祉総務費（P41）

地域センター費（広瀬）（P22）

福祉課 1 2

福祉専門学校就学補助制度を利用した
人数（R2以降の累計）

人 ↑
22

H27～R1

国民健康保険事業特別会計（P229）

広瀬地域センター 1 2

糖尿病予備群推定数の割合
（国保特定健診等結果データに基づく
前々年度数値）

％ ↓
20.5
H29

いきいき健康課
市民課 1 1

特定健診を受診する人の割合(前々年度
法定速報値)

医学生、看護学生奨学制度を活用して
市内医療機関等に勤務する人の数（累
計）

人 ↑
7

H27～R1
保健衛生総務費（P75）

令和6年度 安来市総合計画（後期基本計画）における目標指標一覧

目標指標(総合計画)

いきいき健康課 1 1 戦

いきいき健康課
市民課 1 1

％ ↑
36.7
H29

国民健康保険事業特別会計（P229）
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担当課 章 節 戦略 単位 方向 基準値 目標/実績 R2 R3 R4 R5 R6 R7 備考等 関連する小事業（当初予算事業別概要書）目標指標(総合計画)

総合計画数値 1,799 1,799 1,799 1,799 1,802 1,802

実績 1,799 1,799 1,789 1,747

総合計画数値 70 70 70 70 70 70

実績 78 71 84 84

総合計画数値 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0

実績 - 75.9 72.1 69.3

総合計画数値 60.0 60.0 60.0 60.0 60.0 60.0

実績 - 52.0 54.8 42.8

総合計画数値 193 209 202 207 206 205

実績 139 153 150 160

総合計画数値 150 150 150 150 150 150

実績 68 74 95 100

総合計画数値 9.5 9.5 9.5 9.5 9.5 9.5

実績 4.8 5.7 7.0 10.0

総合計画数値 5.6 5.6 5.6 5.6 5.6 5.6

実績 4.1 3.4 3.5 3.0

総合計画数値 10 10 10 10 10 10

実績 0 0 0 8

総合計画数値 30

実績 5 5 7 9

総合計画数値 57

実績 55 56 56 58

総合計画数値 52

実績 40 42 47 61

総合計画数値 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0

実績 70.0 62.8 72.3 68.8

総合計画数値 700

実績 673 659 652 614

総合計画数値 0 0 0 0 0 0

実績 1 1 2 1

総合計画数値 65

実績 65 70 73 73

総合計画数値 12 12 12 20 20 20

実績 12 7 10 8

総合計画数値 64

実績 63 63 64 68
農業振興費（P102）集落営農組織（累計） 組織 ↑

61
H30

農林振興課 4 1

件 ↑
7

H30
消費者行政推進費（P129）人権施策推進課 3 3 消費者講座等の実施件数（単年）

防犯カメラ設置数（市管理・屋外）
（累計）

台 ↑
59

R1見込
防犯事業費（P30）

交通安全対策費（P24）

総務課 3 2

交通死亡事故発生件数 件 ↓
3

H30

非常備消防費（P176）

地域振興課 3 2

消防団員数（累計） 人 →
693
R1

消防本部 3 1

％ →
77.6
H30

常備消防費（P175）消防本部 3 1 応急手当の実施率

防災士資格取得者数（累計） 人 ↑
34

R1.12

災害の頻発化・激甚化を背景に、市民の防災意識が
高まったことにより、防災士資格の取得者数が増加
したと考えられる。

防災費（P29）

防災費（P29）

防災課 3 1 戦

自主防災組織数（累計） 組織 ↑
45
H30

災害の頻発化・激甚化を背景に、市民の防災意識が
高まったことにより、自主防災組織の設立が進んだ
と考えられる。

国際交流推進費（P14）

防災課 3 1

安来市と密陽市等との相互訪問（累
計）

回 ↑
5

H30
政策企画課 2 7

人 ↑
6

Ｈ30
国際交流推進費（P14）政策企画課 2 7 青少年異文化学習参加者数（単年）

歴史資料館入場者数（年間） 千人 →
5.6
H30

歴史・民俗資料館費（P210）

和鋼博物館費（P208）

文化課 2 6

和鋼博物館入場者数（年間） 千人 ↑
9.1
H30

総合文化ホール運営費（P207）

文化課 2 6

安来市総合文化ホール入館者数（年
間）

千人 →
150

R1見込
文化課 2 6

千人 ↑
176
H30

伯太体育館耐震改修工事、広瀬中央公園テニスコー
ト改修工事など長期間利用ができない施設があり、
利用者の伸びが穏やかである。

保健体育総務費（P216）
体育施設管理費（P217）
市民プール事業費（P219）

地域振興課 2 5
公共体育施設利用者数（単年）
（公園体育施設・社会体育施設）

全国学力調査の生徒質問紙の回答割合
【中学生】（質問：今住んでいる地域
の行事に参加していますか）

％ →
56.9
H30

ふるさと連携教育推進事業（P183）

ふるさと連携教育推進事業（P183）

学校教育課 2 2 戦

戦
全国学力調査の生徒質問紙の回答割合
【小学生】（質問：今住んでいる地域
の行事に参加していますか）

％ →
77.7
H30

昨年並みの助成数を見込んでいる。

母子保健事業費（P77）

学校教育課 2 2

戦 不妊治療費の助成数(単年) 人 ↑
62
H30

子ども未来課 2 1

人 →
1,799
R1

少子化の進行により、入所対象児童(0-5歳児)が減
少し、各園が定員を減少させたため。 市立認定こども園運営費（P72）子ども未来課 2 1 教育・保育施設利用定員数
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担当課 章 節 戦略 単位 方向 基準値 目標/実績 R2 R3 R4 R5 R6 R7 備考等 関連する小事業（当初予算事業別概要書）目標指標(総合計画)

総合計画数値 34

実績 25 29 31 32

総合計画数値 14

実績 7 8 9 9

総合計画数値 63.0

実績 61.3 62.2 62.4 62.6

総合計画数値 3 3 3 3 3 3

実績 10 6 11 8

総合計画数値 48

実績 38 40 44 50

総合計画数値 40

実績 42 33 42 42

総合計画数値 75

実績 55 67 84 109

総合計画数値 26

実績 17 20 21 24

総合計画数値 50 50 50 50 50 50

実績 54 53 35 43

総合計画数値 150.0 150.0 150.0 150.0 150.0 150.0

実績 78.1 77.4 100.0 113.4

総合計画数値 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000

実績 19,934 24,170 31,324 32,000

総合計画数値 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

実績 1 10 76 520

総合計画数値 29.4

実績 25.6 25.9 26.1 28.0

総合計画数値 4

実績 3 3 3 3

総合計画数値 92.0

実績 46.9 48.7 55.5 60.8

総合計画数値 25 25 25 25 25 25

実績 41 54 - -

総合計画数値 100 100 100 100 100 100

実績 48 56 38 30

総合計画数値 44

実績 41 41 42 42

耐震診断及び耐震改修の助成を行った
木造住宅の累積件数

件 ↑
38
R1

建築指導費（P170）

定住推進費（P17）

建築住宅課 5 2

戦 相談窓口を通じた移住者数（単年） 人 →
92
H30

定住推進費（P17）

やすぎ暮らし推進課 5 2

戦 住宅支援の補助件数（新規）（単年） 件 →
28
H27

やすぎ暮らし推進課 5 2

％ ↑
32
H30

一般市道改良費（P153）土木建設課 5 1 戦 道路整備における継続事業の進捗率

地域内交通の実施地区（累計） 地区 ↑
2
R1

当初見込んでいた地域が地域内交通ではなく福祉輸
送の手法をとったことにより、目標の達成は困難 バス事業費（P148）

バス事業費（P148）

地域振興課 5 1 戦

広域生活バスの乗車人数年間累計数 万人 →
31.2
H30

コロナ禍により利用者が大幅に減少し、生活様式の
変更等もあり当初目標の達成は困難

観光総務費（P137）
観光振興費（P138）

地域振興課 5 1

戦 外国人宿泊者数（単年） 人 ↑
714
H30

観光振興課 4 3

人 →
35,417
H30

観光総務費（P137）
観光振興費（P138）

観光振興課 4 3 戦 宿泊者数（単年）

観光入込客数（単年） 万人 →
150.8
H30

観光総務費（P137）
観光振興費（P138）

商工業振興費（P131）

観光振興課 4 3

戦
産業サポートネットやすぎによる支援
件数（単年）

件 →
50
H30

企業立地推進事業費（P135）

やすぎ暮らし推進課 4 2

戦 立地企業数（累計） 件 ↑
14

H27～H30
やすぎ暮らし推進課 4 2

件 ↑
32

H27～H30
商工業振興費（P131）
中心市街地活性化事業費（P133）

やすぎ暮らし推進課 4 2
支援事業を通じた新規創業件数（累
計）

市内高校生の市内就職率 ％ ↑
34
R2.1

労働者福祉費（P99）
企業立地推進事業費（P135）
商工業振興費（P131）

商工業振興費（P131）

やすぎ暮らし推進課 4 2 戦

戦
事業を利用した空き店舗等への出店数
（累計）

件 ↑
19

H27～H30

ふるさと寄附推進事業費（P15）

やすぎ暮らし推進課 4 2

新規返礼品提供事業者数（単年） 社 ↑
1
R1

政策企画課 4 2

％ ↑
59.1
H30

県営農業農村整備事業負担金費（P111）農林整備課 4 1 ほ場整備率

就農者定住促進賃貸住宅(累計) 棟 ↑
4

H30
新規就農円滑化対策事業費（P104）

農業振興費（P102）
新規就農円滑化対策事業費（P104）

農林振興課 4 1 戦

戦 認定新規就農者（累計） 人 ↑
18
H30

農林振興課 4 1
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担当課 章 節 戦略 単位 方向 基準値 目標/実績 R2 R3 R4 R5 R6 R7 備考等 関連する小事業（当初予算事業別概要書）目標指標(総合計画)

総合計画数値 97.0 97.0 97.0 97.0 97.0 97.0

実績 96.1 96.2 95.9 95.7

総合計画数値 82.0

実績 78.2 83.8 87.6 90.7

総合計画数値 88.8

実績 89.0 89.7 90.5 90.5

総合計画数値 90.2

実績 89.9 90.1 90.5 90.5

総合計画数値 680

実績 580 613 741 767

総合計画数値 86.7

実績 84.4 85.7 86.1 87.0

総合計画数値 5

実績 10 10 13 13

総合計画数値 4.4 4.4 4.4 4.4 4.4 4.4

実績 4.4 4.2 4.3 4.1

総合計画数値 24 25 26 27 28 29

実績 23 21 17 17

総合計画数値 10 10 10 10 10 10

実績 8 17 24 42

総合計画数値 730 730 730 730 730 730

実績 755 726 712 -

総合計画数値 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0

実績 23.0 21.6 22.7 -

総合計画数値 20 20 20 20 20 20

実績 16 19 14 26

総合計画数値 500 500 500 500 500 500

実績 414 406 212 408

総合計画数値 50 50 50 50 50 50

実績 23 40 27 35

総合計画数値 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

実績 497 1,245 745 940

総合計画数値 2 2 2 2 2 2

実績 6 0 2 3

総合計画数値 82.32 82.32 82.32 82.32 82.32 82.32

実績 81.9 81.2 81.1 81.3

市報配布数÷住基世帯数＝加入率（推測値）

市民参画諸費（P27）自治会加入率 ％ →
82.32
R1

地域振興課 7 2

人 →
3

H30
定住推進費（P17）やすぎ暮らし推進課 7 2

地域おこし協力隊制度による新規移住
者（家族含む）(単年)

出前講座の参加者数（単年） 人 →
1,471
H30

市民参画諸費（P27）

市民参画諸費（P27）

地域振興課 7 1

出前講座の実施回数（単年） 回 →
50
H30

企画費（P16）

地域振興課 7 1

市民が参画するワークショップ等の参
加者数（単年）

人 →
553
H30

政策企画課 7 1

回 →
21
H30

企画費（P16）政策企画課 7 1
市民が参画するワークショップ等の実
施回数（単年）

リサイクル率の向上
（参考）県内平均値　22.3％（H29）

％ ↑
22.6
H30

ごみの量や性状は社会情勢を反映しやすい上、その
年ごとに異なっており、予測するのは困難であるた
め。

ごみ減量化・資源化推進費（P96）

ごみ減量化・資源化推進費（P96）

環境政策課 6 3

ごみ排出量の削減
（参考）県内平均値　946g/人日
（H29）

g/人日 →
730
H30

ごみの量や性状は社会情勢を反映しやすい上、その
年ごとに異なっており、予測するのは困難であるた
め。

再生可能エネルギー推進費（P88）

環境政策課 6 3

再生可能エネルギー設備補助件数（太
陽光発電等設備・太陽熱利用設備）
（単年）

件 ↑
8

H30
環境政策課 6 2

施設 ↑
23
H30

再生可能エネルギー推進費（P88）環境政策課 6 2
再生可能エネルギーの発電等の設備を
付設した公共施設数（累計）

ＣＯＤ（化学的酸素要求量） mg/L →
4.4
H30

環境保全費（P87）

電子計算事務費（P25）

環境政策課 6 1

電子申請による子育てに係る申請手続
数（累計）

項目 ↑
0
R1

地域情報化推進事業費（P31）

情報管理課 5 5

告知放送普及率 ％ ↑
84.9
H30

自治体DX推進室 5 5

ファイル ↑
378
H30

企画費（P16）政策企画課 5 5
オープンデータの公開ファイル数（累
計）

汚水処理施設普及率 ％ ↑
88.9
H30

下水道事業会計
生活排水処理事業特別会計

下水道事業会計
生活排水処理事業特別会計

下水道課 5 4

下水道接続率 ％ ↑
87.4
H30

下水道事業会計
生活排水処理事業特別会計

下水道課 5 4

下水道負担金収納率 ％ ↑
75.6
H30

下水道課 5 4

％ →
96.1
H30

下水道事業会計
生活排水処理事業特別会計

下水道課 5 4 下水道使用料収納率
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担当課 章 節 戦略 単位 方向 基準値 目標/実績 R2 R3 R4 R5 R6 R7 備考等 関連する小事業（当初予算事業別概要書）目標指標(総合計画)

総合計画数値 20 20 20 20 20 20

実績 59 20 74 36

総合計画数値 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0

実績 21.9 23.1 25.8 25.8

総合計画数値 40 40 40 40 40 40

実績 24 24 31 30

総合計画数値 99.44 99.44 99.44 99.44 99.44 99.44

実績 98.80 99.52 99.46 99.00
賦課徴収費（P33）市税収納率 ％ →

99.44
H30

税務課 7 4

回 ↑
30

R1見込
人権同和教育総務費（P214）人権施策推進課 7 3 人権啓発に関する講座の実施回数

市の審議会等への女性の参画率 ％ ↑
19.1
R1

人権施策推進費（P51）

国際交流推進費（P14）

人権施策推進課 7 3

多文化共生イベント参加者数（単年） 人 ↑
0

Ｈ30
政策企画課 7 3

第2次安来市総合計画後期基本計画
で該当する「章」と「節」

「戦」は第2期安来市まち・ひと・しごと創生
総合戦略において、目標指標として設定して
いるもの。

「↑」目標数値の増加を目指すもの
「↓」数値の減少を目指すもの
「→」数値の現状維持を目指すもの

上段は目標指標の基準となる数値。下
段は基準値を設定した年度。
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